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カルタヘナ議定書
2003年に発効。国境を越えた遺伝子組換え生物が自然界に放出さ
れて、生物多様性の保全および持続可能な利用に悪影響を及ぼすの
を防止するため、安全な移送、取扱い、利用について、十分な保護を
確保するための措置を規定。

愛知目標（戦略計画2011-2020）
「ポスト2010年目標」とも呼ばれている。中長期目標として「2050年
までに人と自然の共生の実現」を、短期目標として2020年までに生
物多様性の損失を止めるための行動を実施することを掲げ、「少なく
とも陸域17％、海域10％が管理され、かつ保全される」など20の個
別目標を採択。

名古屋議定書
ABS（遺伝資源へのアクセスとその利用から得られる利益の配分）に
関する議定書。遺伝資源（医薬品や食品の開発につながる動植物や微
生物）の利用から生じる利益を、資源提供者へ衡平に分配することを、
先進国を中心とする資源利用者に求める。

名古屋・クアラルンプール補足議定書
遺伝子組換え生物の輸出入により、生物多様性の保全などへ悪影響
が生じた場合、「責任と救済」（誰が責任を負うのかを特定し、この責任
事業者に対して損害の防止策や原状回復などの対応措置を求めるこ
と）を規定。

＊用語解説

　アフリカ中央部にあるコンゴ盆地は、アマゾンに次ぐ世界第二位の面積の熱帯林が広がる生物多様性に富んだ地域です。しか
し、森林伐採などによる熱帯林の減少が懸念され、この地域の森林・生態系の保全が強く求められています。
　ガボンはコンゴ盆地の中でも特に高い森林率を有し、生物多様性が高く、固有種が多く生息する地域です。ガボン政府は、自国
の持つ豊かな生態系を守るため、国土面積の10%以上を占める地域を13の国立公園として指定し、エコツーリズムの導入などの
取組を進めています。しかし、保全活動に必要な熱帯林生態系についての科学的
データが十分に収集・分析されていませんでした。
　日本は、京都大学を日本側の研究代表機関として、同大学とも長年研究協力を
行っているガボン国立熱帯生態研究所と共に、ゾウやバッファロー、ゴリラ、チンパン
ジーなど大型ほ乳類が生息する、同国南部のムカラバ・ドゥドゥ国立公園で活動を行っ
ています。このプロジェクトでは、生息する動植物の種類や現存量を調査し、科学的
データに基づいて生物多様性の保全、人と野生生物の接触により発生する人獣共通
感染症の予防、持続可能な方法によるエコツーリズムの促進などを目標とした支援
を行い、ガボン政府による生物多様性保全の取組に貢献しています。（2012年12月時点） 研究者のキャンプサイトに現れたゴリラ（写真：JICA）

野生生物と人間の共生を通じた熱帯林の生物多様性保全
SATREPS〔注30〕　地球規模課題対応国際科学技術協力（2009年9月～実施中）ガボン

　チュニジアの乾燥地・半乾燥地に育成するオリーブ、ブドウ、および薬効植物等に
は、極度の乾燥などの過酷な環境を生き抜くための機能が備わっています。これらの
植物の中には、ユニークな薬用機能成分が含まれていることが、現地の食文化や民間
伝承で分かっていましたが、現地では機材も乏しく、機能の科学的な研究は行われて
いませんでした。このプロジェクトでは、これらの植物の機能解析と有効利用のための
研究開発を行い、これを科学的に裏付けるデータを、次々と明らかにしつつあります。
　日本は、筑波大学・北アフリカ研究センターを中心に、チュニジアの各研究機関と共
同で、機能解析や食品・医薬品開発の可能性検証だけでなく、チュニジア国内の植物
遺伝資源の保全につながる研究活動も同時に進めています。これらの植物に含まれ
る機能成分が特定されることで、将来、がん、動脈硬化、アルツハイマー病予防、アレ
ルギー抑制、美白、肥満防止などに効果のある機能性食品・薬用化粧品・医薬品の開
発に結びつくことが期待されます。また、研究結果を基に機能性の高い医薬品や健康
食品の生産開発に利用できれば、生産者や加工業者の収入向上に貢献することも可
能となります。（2012年12月時点）

国立乾燥地研究所にて現地薬効植物を調査
（写真：JICA）

乾燥地生物資源の機能解析と有効利用
SATREPS（2010年5月～実施中）チュニジア
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